
 
 

 
  

 
 
 
 
 
 
 

島根県県民いきいき活動促進基本方針 
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平成２８年３月 

島 根 県 

あなたです いきいき島根の サポーター 



知事あいさつ（はじめに） 
 

昨今、様々な場面でＮＰＯの方々による公益性の高い活動を目にすることが

多くなってきました。また、県が施策を実施する上でも、地域の県民ニーズに

きめ細かに対応する必要のある事業や、身近な地域の資源を活かした事業な

ど、ＮＰＯの方々と協働することで効果を上げているものも増えています。 
 
島根県では、平成１７年に「県民いきいき活動促進条例」を制定し、さらに、

この条例に基づく「基本方針」を策定し、多くの県民の方々が社会貢献活動に

参加できるよう情報提供を行うとともに、ＮＰＯ向けの相談事業や人材育成の

ための研修、また、しまね社会貢献基金を活用した支援、ＮＰＯと行政との協

働などを推進してまいりました。 
こうした取組みにより、県内各地で多様な主体による社会貢献活動「県民い

きいき活動」が展開されてきています。 
 
このたび、島根総合発展計画「第３次実施計画」の策定や昨年１０月の「島

根県総合戦略」の策定にあわせて、基本方針の改訂を行うこととしました。 
今回の改訂では、多くの県民が県民いきいき活動に参加できる環境づくりの

推進をはじめ、県民や企業の想いを寄附という形で公益活動に繋ぐ寄附文化の

醸成、現場のニーズに応じたＮＰＯ組織の基盤強化の支援、ＮＰＯと行政との

協働による県政課題の解決などを重点項目とし、様々な施策を展開して参りま

す。 
 

 今後とも多くの県民の皆様による「県民いきいき活動」が促進されるととも

に、協働の推進により地域課題が解決され、県民一人ひとりがいきいきと心豊

かに暮らせる地域社会が実現されるよう期待しています。 
 
改訂に当たりましては、島根県県民いきいき活動促進委員会の委員の皆様か

ら貴重な御意見や御提言を数多くいただきました。御多用の中、様々な角度か

ら熱心に御議論、御検討を進めていただきましたことに、心より感謝申し上げ

ます。 
 

平成 28 年 3 月 
                 島根県知事  溝口 善兵衛 
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[Ⅰ] 基本的な考え方 
 
 １ 基本方針の趣旨 

島根県は、「島根県県民いきいき活動促進条例」（以下「条例」という。）に基づき、

県民いきいき活動（※１）を促進するとともに、協働（※２）を推進することにより、県民

一人一人が生き生きと心豊かに暮らせる地域社会の実現をめざしています。 
この基本方針は、条例に基づき、県民いきいき活動の促進と協働の推進に関する基本的

事項等を定め、施策を推進することを目的として策定しており、島根総合発展計画第３

次実施計画の策定に併せ、これまでの取組みの成果と課題を踏まえて改訂するものです。 
 
 
 ２ 基本方針の位置づけ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
３ 基本方針の構成 
 
（１）県民いきいき活動の促進や協働の推進により、条例が目指す地域社会がいきいきと

した状態のビジョン図を描きました。 
 
（２）ビジョン実現を目指すための施策の基本的方向を示しました。 

 
（３）具体的な施策を行動計画として体系的に整理しました。 
 
 

※１「県民いきいき活動」とは、営利を目的とせず、不特定多数のものの利益の増進に寄与することを目的として、自発

的に行われる活動のことをいいます。 
※２「協働」とは、ＮＰＯなどと行政が、共通の目的を達成するために、自立した対等な関係で、相互の立場や特性を認

識・尊重しながら、協力して活動することをいいます。ＮＰＯと行政が協働事業を行うにあたっては、次の基本原則

に沿って行う必要があります。  ①対等、②自立、③合意、④信頼、⑤責任、⑥公開、⑦公平 
※３「ＮＰＯ」とは、「Non（非）」「Profit（利益）」「Organization（組織）」の略称で、様々な社会貢献活動を行い、構成

員への収益の分配を目的としない団体（ＮＰＯ法人や市民活動団体、ボランティア団体など）の総称です。 

【基本目標】「心豊かなしまね」 

【政    策】「多彩な県民活動の推進」 

・ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱや NPO（※３）活動等、多様な主体による

幅広い分野の自主的・主体的な活動を促進 

【計画の推進に向けた県の基本方針】 

「県民の総力を結集できる行政の推進」 

・県民、企業、ＮＰＯ等との幅広い協働を推進 
 

県 民 い き い き 活 動 促 進 基 本 方 針 

 

【展開の２本柱】 ① 県民いきいき活動の促進  ② 協働の推進  

行動計画（平成２８年度～３１年度） 

～基本方針を達成するための具体的な施策～ 

島根総合発展計画（第３次実施計画） 県民いきいき活動促進条例 

Ｈ２８．３改訂 

【目  的】 

・県民いきいき活動を促進するとともに、協働を推

進し、もって県民一人一人が生き生きと心豊かに暮

らせる地域社会の実現に寄与する。 

【基本方針】 

・知事は、促進施策を推進するため、基本的な方針

を策定するものとする。 
 



- 2 - 
 

 [Ⅱ]「県民いきいき活動の促進」・「協働の推進」のビジョン図 
 

 

このビジョンは、県民いきいき活動を促進するとともに協働を推進し、県民一人一人が

生き生きと心豊かに暮らせる社会の実現を目指すため、この社会の望ましい状態を示した

ものです。 
大ビジョンで、「県民いきいき活動の促進」と「協働の推進」に分けて整理し、それぞ

れ「普及（広がり）」、「深化（深まり）」の視点から、中ビジョン、小ビジョンへ階層

的に望ましい状態を掘り下げて描いています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  

快適で活力のある島根になっている 

県民いきいき活動により地域が活性化

している（地域課題が解決されている） 
協働により地域が活性化している 
（地域課題が解決されている） 

県民いきいき活動

が広がっている 
県民いきいき活動

が深まっている 
協働意識が広がっ

ている 
協働の取組みが深

まっている 

県民のいきいき

活動への関心が

高まっている 

団体が自立して

活動に取り組む

環境が整ってい

る 

協働への関心が

高まっている 
協働により地域課

題が解決される環

境が整っている 

ＮＰＯの運営 
 能力が高い。 
 
ＮＰＯどうし 

 のつながりがで

きている。 
 
ＮＰＯへの支 
援体制が充実し

ている。 
 

 

協働関連情報 
 がたくさんあ

る。 
 
協働の取組み 

 にふれる機会

が多い。 
 
協働を妨げる 

 障害が少ない。 
 

●協働に関わり

やすい環境（行

政や団体等での

雰囲気や協働を

促す仕組み）が

整っている。 
 

協働の成果を上 
 げるための仕組

みが充実し、実際

に機能している。 
 
 
協働の成果によ

り地域課題が解

決され、それが注

目されている。 

いきいき活動 
関連情報がたく

さんある。 
 
いきいき活動 
にふれる機会が 
多い。 

 
いきいき活動 

 を妨げる障害が

少ない。 
 

●いきいき活動

に関わりやすい

環境（家庭や職

場等での雰囲気

や仕組み等）が

整っている。 

大ビジョン 

最終 
ビジョン 

中ビジョン 

小ビジョン 

望ましい 
 

状 態 
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 [Ⅲ] 現状と課題 
 
 

基本方針では、ビジョンの達成度合いを検証するため成果指標を設定しており、この達

成状況を踏まえて、現状と課題を整理しました。 
 
 １ 県民いきいき活動の促進 
 
（１）現 状⇒資料１参照        

 
  

＜県民いきいき活動の広がり＞ 

○県民いきいき活動の参加率は前回と比べ増加し、県民いきいき活動への参加機会

がないとする人の割合も減少しています。 
 
○ＮＰＯ法人数は増加していますが、ＮＰＯ法人等への寄附件数は減少しています。 

  

＜県民いきいき活動の深まり＞ 

○認定ＮＰＯ法人(※４)数は増加しており、ＮＰＯ法人等に対する支援施策について

の満足度も上昇しています。 
 
○活動情報を積極的に開示しているＮＰＯ法人数、ネットワークに加入する団体の

割合も増加しています。 
 

 
 
（２）課 題 

 
  
 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
※４ 認定ＮＰＯ法人とは、ＮＰＯ法人のうち運営組織や事業活動が適正であるなど所定の基準を満たしていると所轄庁

（島根県等）が認定した法人のことです。 

 

＜県民いきいき活動の広がり＞ 

○県民いきいき活動への参加率は増加していますが、３割（※）に満たない状況に

あり、県民への活動参加に関する情報提供等が十分でないと考えられます。 
 ※県総合発展計画第２次実施計画における平成２７年度の目標値 

 

○ＮＰＯ法人等への寄附件数が減少していることから、県民いきいき活動に参加す

る方法としての「寄附」が県民の間に浸透していない状況がうかがえます。 
 

○ＮＰＯ法人数は増加していますが、一方で解散する法人数も近年増加傾向にあり

ＮＰＯ法人等のニーズに即した幅広い支援が必要となっています。 

 

＜県民いきいき活動の深まり＞ 

○認定ＮＰＯ法人数やネットワークに加入する団体の割合が増加していることか

ら、これらの動きを一層拡大していくことが必要です。 
 
○情報開示するＮＰＯ法人等の数も増加していますが、活動を拡大していくために

は、活動内容や財務状況等について説明責任を果たしていくことが重要なことか

ら、ＮＰＯ法人等による情報開示の更なる推進が必要です。 
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【資料１】ビジョン（県民いきいき活動の促進）に関する成果指標の前回比較 

 

※Ｈ２４：前回の改訂時点 

 

 

≪参考≫ 成果指標の抽出方法 

 
成 果 指 標 抽 出 元 抽 出 方 法 

a1 関連施策に対する県民の認識 

（重要度・満足度） 

県政県民満足度調査 

  

関連施策の重要度及び満足度についての評

価をもとに算出 

a2 県民いきいき活動への参加率 県政世論調査 

 

ボランティア活動に参加していると回答し

た人の割合  

a3 ＮＰＯ法人等への寄附件数 ＮＰＯ法人等アンケート ＮＰＯ法人等への過去 1年間の寄附件数の

平均値 

a4 力のあるＮＰＯ法人数 ＮＰＯ法人等アンケート 「力のある NPO 法人」との認識について、「思

う」「やや思う」と回答した法人数 

a5 認定ＮＰＯ法人数 ＮＰＯ活動推進室資料  

a6 ＮＰＯ法人数 ＮＰＯ活動推進室資料  

a7 「県民いきいき活動への参加機

会がない」とする人の割合 

しまねＷｅｂモニター調査 

 

県民いきいき活動に参加していないと回答

した人のうち「機会がない」とする回答割合 

a8 支援関連施策に対するＮＰＯ

法人等の満足度 

ＮＰＯ法人等アンケート 基本方針に記載する支援関連の各施策の評

価をもとに算出 

a9 ＣＡＮＰＡＮでの情報開示法

人数 

日本財団公益コミュニティサ

イト「CANPAN」 

日本財団が運営する公益コミュニティサイ

ト「CANPAN」において、事業報告書及び

決算書等を情報開示しているＮＰＯ法人数 

a10 ＮＰＯ法人等のネットワーク

加入割合 

ＮＰＯ法人等アンケート 3 団体以上で構成されているネットワーク

に加入している団体の割合 

  

政 

策 

 

指標 

県民いきいき活動により地域が活性化している 

a1 関連施策に対する県民の認識（重要度・満足度） 
H24：重要度 67.8 点 → H27：重要度 67.8 点 

H24：満足度 42.8 点 → H27：満足度 42.3 点 

基 

本 

施 

策 

 

指標 

県民いきいき活動が広がっている 県民いきいき活動が深まっている 

a2 県民いきいき活動への参加率 
H24：25% → H27：27% 

a3 ＮＰＯ法人等への寄附件数 
H24：17.6 件 → H27：14.8 件 

a4 力のあるＮＰＯ法人数 
H24：－ → H27：44 法人 

a5 認定ＮＰＯ法人数 
H24：１法人 → H27：６法人 

施 

策 

群 

 

指標 

県民のいきいき活動への関心が高まっている 団体が自立して活動に取り組む環境が整っ

ている 

a6 ＮＰＯ法人数 
H24：259 法人 → H27：277 法人 

割合 
H24：34.6% → H27：33.3% 

a8 支援関連施策に対するＮＰＯ法人等の満足度 
H24：61.8 点 → H27：62.5 点 

a9 ＣＡＮＰＡＮでの情報開示法人数 
H24：40 法人 → H27：43 法人 

 a10 ＮＰＯ法人等のネットワーク加入割合 
H24：30.7% → H27：36.0% 
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２ 協働の推進 
 
（１）現 状⇒資料２参照        
 

 
  

＜協働の広がり＞ 

    ○協働に関する行政の事業数等は増加しており、協働に関わった職員数も増加して

います。 
 

 ○提案公募型事業への応募団体数や協働に関わったＮＰＯ法人等の割合は減少して

おり、協働に関する制度や手続きへの満足度も横ばいとなっています。 
 

 ＜協働の深まり＞ 

  ○人員や資金面の制約により協働が困難な団体の割合は減少しています。 
 

  ○協働事業に関する達成度、自己評価は低下しており、協働関連施策に対するＮＰ

Ｏ法人等の満足度も横ばいとなっています。 
 
 
 
（２）課 題 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

＜協働の広がり＞ 

○提案公募型事業への応募団体数や協働経験したＮＰＯ法人等の割合が減少してい

ます。これらは、ＮＰＯ法人等と行政の関係づくりや意見交換の場の不足、行政

が協働により優先して取り組みたい課題がＮＰＯ法人等から把握しにくいことが

原因と考えられます。 
 
○協働に関する制度や手続き等への満足度が横ばい傾向にありますが、ＮＰＯ法人

等、行政職員の双方の協働に対する理解が進んでいないことが原因と考えられま

す。 
 
＜協働の深まり＞ 

○協働モデル事業の達成度や提案事業に関する自己評価が低下していることから、

行政が実施する協働事業について、見直しの検討が必要となっています。 
 
○協働事業が地域に定着し、その効果が十分に発揮される展開に繋がっていくため

には、ＮＰＯ法人等の活動に身近な市町村とも連携･協力した取組みが必要となっ

ています。 
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【資料２】ビジョン（協働の推進）に関する成果指標の前回比較 

 

※Ｈ２４：前回の改訂時点 

 
≪参考≫ 成果指標の抽出方法 

 
成 果 指 標 抽 出 元 抽 出 方 法 

b1 協働関連施策に対する県民の

認識（重要度・満足度） 

しまねＷｅｂモニター調査 関連施策の重要度及び満足度についての評価

をもとに算出 

b2 提案公募型事業への応募団体

の割合 

ＮＰＯ法人等アンケート 過去 2年間で、企業や行政が実施する提案公募

型協働事業に提案したことがある団体の割合 

b3 協働機会のある行政の事業数

予算割合 

協働事業実施状況調 

  

県および市町村で実施した協働事業の事業数

及び予算割合（協働形態は、共催・委託・補助

・事業協力・施策提言・その他） 

b4 各モデル事業の達成度 県の協働モデル事業実践者

による自己評価 

事業目的が「十分達成できた」「概ね達成でき

た」「不十分だった」の回答を点数化し平均点

を算出 

b5 協働事業に関する自己評価 ＮＰＯ法人等アンケート 

 

直近の提案公募型協働事業について、「パート

ナー意識」「協働による効果」「役割分担」「情

報公開」などの評価を点数化し平均点を算出 

b6 協働経験したＮＰＯ法人等の

割合 

ＮＰＯ法人等アンケート 過去に協働事業（補助、委託、後援など）を経

験したことがある団体の割合 

b7 協働経験のある行政職員数 協働事業実施状況調 

  

県および市町村で実施した協働事業に関わっ

た行政職員数 

b8 協働に関する制度や手続等へ

の満足度 

ＮＰＯ法人等アンケート 行政と協働する際に課題、問題点があると答え

た団体の割合 

b9 協働関連施策に対するＮＰＯ

法人等の満足度 

ＮＰＯ法人等アンケート 基本方針に記載する支援関連の各施策の評価

をもとに算出 

b10 人員や資金面の制約により協

働できない団体の割合 

ＮＰＯ法人等アンケート 行政と協働したことがない理由のうち、「人員

や資金面の制約により協働できない」と答えた

団体の割合 

b11 コーディネーターによる協働

成立割合 

ＮＰＯ法人等アンケート 過去2年間で提案公募型事業に提案したことが

ある団体のうち、協力者（相談相手）の仲介を

得て提案した団体の割合 

政 

策 

 

指標 

協働により地域が活性化している 

b1 協働関連施策に対する県民の認識（重要度・満足度） 
H24：重要度 75.6 点 → H27：重要度 71.8 点 

H24：満足度 42.5 点 → H27：満足度 50.7 点 

基 

本 

施 

策 

指標 

協働が広がっている 協働が深まっている 

b2 提案公募型事業への応募団体の割合 
H24：21.9% → H27：18.0% 

b3 協働機会のある行政の事業数・予算割合 
事 業 数    
予算割合  

b4 各モデル事業の達成度 
H24：66.6 点 → H27：56.3 点 

b5 協働事業に関する自己評価 
H24：86.3 点 → H27：79.1 点 

施 

策 

群 指標 

協働への関心が高まっている 協働により地域課題が解決される環境が整

っている 

b6 協働経験した NPO 法人等の割合 
H24：75.8% → H27：65.0% 

b7 協働経験のある行政職員数 
H24：2,441 人 → H27：3,473 人 

満足度 
H24：56.0 点 → H27：56.5 点 

b10 人員や資金面の制約により協働できない団体の割合 
H24：25.2% → H27：23.0% 

b8 協働に関する制度や手続き等への満足度 
H24：47.5% → H27：47.0% 

b11 コーディネーターによる協働成立割合 
H24：65.2% → H27：69.6% 

356 
1.5% 

→  503 
→  2.1% 
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[Ⅳ] 施策の基本的方向 
 
この基本方針の期間は、平成２８年度から平成３１年度までの４カ年とし、「県民いきい

き活動の促進」と「協働の推進」の２本柱で施策を展開していきます。⇒≪施策の体系図≫参照 
 

１ 県民いきいき活動の促進 
 

（１）県民いきいき活動の普及 － 活動に参加する機運の醸成 

  ○多くの県民が県民いきいき活動に参加できる環境づくりを推進するため、ＮＰＯ

の活動情報やボランティア情報が県民に届くよう、関係機関や団体と連携しなが

ら情報発信に取り組みます。 

   ○模範的な取組みについて顕彰するとともに、県民や企業の想いを「寄附」という

形でＮＰＯ法人等の公益活動に繋ぐ「しまね社会貢献基金制度（※５）」の活用を

推進し、県民に広く寄附文化の醸成を図ります。 

 

（２）県民いきいき活動の深化 － 団体の自立した活動の推進 

○ＮＰＯ法人等の自立した活動を推進するため、ＮＰＯ法人の情報開示を進めると

ともに、マネジメントセミナーの開催や組織・運営等に関する専門相談の充実を

図るなど、ニーズに対応した施策を幅広く展開します。 
○認定ＮＰＯ法人化や団体相互のネットワーク形成を推進することにより、団体の

組織基盤の強化を支援します。 
○ＮＰＯ活動を実施するために必要となる資金の調達について、「しまね社会貢献

基金制度」の寄附制度や各種助成制度の活用を通じて支援します。 

 
 
２ 協働の推進 

 
（１）協働の普及 － 協働機会の拡大の推進 

   ○市町村や関係団体と連携して、ＮＰＯの活動や協働事例等の情報収集・共有化に

努め、県ＮＰＯ活動推進室の相談窓口機能の充実を図るなど、協働に向けた環境

整備を推進します。 
  ○県や市町村職員、ＮＰＯ法人等を対象に協働に関する研修を実施するとともに、

ＮＰＯ法人等と行政との関係づくりや意見交換の場の創出について積極的に取

り組みます。 
 
（２）協働の深化 － 協働による地域課題の解決の推進 

○ＮＰＯ法人等が持つ機動性や柔軟性などの長所を生かせるように、県の協働モデ

ル事業を見直し、「島根県総合戦略」に関連した県政課題等の解決を推進します。

○県の関係部局において協働施策の充実を図るとともに、市町村とも連携・協力し

それぞれの事業を活用した取組みを推進します。 
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≪施策の体系図≫ 

 

 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

※５ しまね社会貢献基金とは、県内ＮＰＯ法人等の社会貢献活動の推進を図る目的で、県民や企業等からの寄附金と県

の拠出金を原資に、県が設置し管理・運用を行っている基金のことです。 

政 策 

基 本 
施 策 

快適で活力のある島根づくり 

 
活動に参加す

る機運の醸成 

 
団体の自立し

た活動の推進 

活動への関心喚起 支援の基盤強化 

１県民いきいき活動の促進 

活動機会の拡大 団体・セクター支

援 

(1) 県民いきい

き活動の普及 
(2) 県民いきい

き活動の深化 

 
協働機会の拡大

の推進 

 
協働による地

域課題の解決

の推進 

協働への関心喚起 協働実践力の向上 

２協働の推進 

協働機会の拡大 協働の基盤強化 

(1) 協働の普及 (2) 協働の深化 

 
施策群 

分 野 
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３ 体制の整備と評価等 
 

 

（１）体制の整備 

 ○県民いきいき活動の促進及び協働の推進のため、関係機関相互の緊密な連携及び施

策の調整を図るための体制を整備することとし、県、市町村、しまね県民活動支援

センター、県民いきいき活動促進委員会が相互に連携しながら総合的に施策を推進

します。⇒≪体制の整備≫参照 

 

（２）指標の設定と評価 

○毎年度の施策の進捗を的確に把握するため、「行動計画」に位置付けた各種施策に 
「活動指標」を設定し、その結果を県民いきいき活動促進委員会に報告し、意見や

評価等を得ながら施策を推進します。 
 

○各種施策の推進により、県民いきいき活動を取り巻く環境や意識が計画期間中にど

のように変化・改善したかを把握するため、「ビジョン」に「成果指標」を設定し、

基本方針の改定時にその達成状況を踏まえ、県民いきいき活動促進委員会において

見直し等の検討を行います。⇒≪ビジョンと成果指標一覧≫参照 
 

（３）方針の見直し 

 ○この基本方針は、策定後も、島根県総合発展計画の毎年の進行管理や、今後の社会

経済情勢の変化や県民いきいき活動の状況、県民いきいき活動促進委員会で得られ

た意見等を勘案して、見直しを行うものとします。 

 
    

 

 

≪体制の整備≫  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
※６ しまね県民活動支援センターとは、（公財）ふるさと島根定住財団の中に置かれる「地域づくり支援」と「社会貢献活動

支援」を実施する組織の名称です。 

 

体
制
の
整
備 

行政（県・市町村） ①県庁各課、県民活動支援センター、市町村との連携、②県民等へ

の情報提供・啓発、③総合相談窓口 

団体に対する中間支援機能（情報提供、人材育成、ネットワーク形

成） 

県民いきいき活動

促進委員会 
「県民いきいき活動の促進」と「協働の推進」に係る施策の評価と

助言等 

しまね県民活動支

援センター(※６) 
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≪ビジョンと成果指標一覧≫ 
 

 

 

最終ビジョン 

快適で活力のある島根になっている 

 

 

政     

策 

大 

ビジ

ョン 

 

県民いきいき活動により地域が活性化し

ている 

 

協働により地域が活性化している 

指

標 

a1 関連施策に対する県民の認識 

（重要度・満足度） 

b1 協働関連施策に対する県民の認識 

（重要度・満足度） 

 

 

基

本

施

策 

中 

ビジ

ョン 

 
県民いきいき活動

が広がっている 

 県民いきいき活

動が深まってい

る 

 
協働が広がってい

る 

 

協働が深まってい

る 

指

標 

a2 県民いきいき

活動への参加率 

a4 力があると

自ら認識するＮ

ＰＯ法人数 

b2 提案公募型事

業への応募団体の

割合 

b4 協働事業の達成

度 

a3 ＮＰＯ法人等

への寄附件数 

a5 認定ＮＰＯ

法人数 

b3 協働機会のあ

る行政の事業数・

予算割合 

b5 協働事業に関す

る自己評価 

 

 

施  

 

 

策 

 

 

群 

小 

ビジ

ョン 

 
県民いきいき活動

への関心が高まっ

ている 

 団体が自立して

活動に取り組む

環境が整ってい

る 

 

協働への関心が高

まっている 

 
協働により地域課

題が解決される環

境が整っている 

指

標 

a6 ＮＰＯ法人数 

a9 支援関連施策

に対するＮＰＯ

法人等の満足度 

b6 協働経験した

ＮＰＯ法人等の割

合 

b9 協働関連施策に

対するＮＰＯ法人

等の満足度 

a7 県民いきいき

活動への参加機会

がないとする人の

割合 

a10 ＣＡＮＰＡ

Ｎでの情報開示

法人数 

b7 協働経験のあ

る行政職員数 

b10 人員や資金面

の制約により協働

できない団体の割

合 

a8 ポータルサイ

トの閲覧数（※今

回新設） 

a11 ＮＰＯ法人

等のネットワー

ク加入割合 

b8 協働に関する

制度や手続き等へ

の満足度 

b11 コーディネー

ターによる協働成

立割合 
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[Ⅴ] 行動計画 
 

１ 県民いきいき活動の促進 
 

（１）県民いきいき活動の普及―活動に参加する機運の醸成 
 

 

 

 
 
 

※「主な事業例」は、全県を対象に多数の参加者を得て実施する事業を事例として掲載 
 

 

分 野 NO. 重点 施 策 内 容 事  業  内  容 活動指標 

活 

動 

へ 

の 

関 

心 

喚 

起 

1 ○ 

ポータルサイトの充

実と情報発信 

ＮＰＯ・ボランティア関係情報ポータルサイト「島

根いきいき広場」(※７)の充実を図り、情報をタイム

リーに提供します。  

サイト閲覧

件数 

2  県の広報媒体の活用 

県各所属のボランティア情報やＮＰＯの公益活動

などを、広く県民に広報するため、「フォトしまね」

や県政テレビ番組など広報媒体を戦略的に活用しま

す。 

掲載件数 

3  市町村の広報媒体の 

活用 

市町村の広報紙等各種広報媒体において、県民いき

いき活動関係の情報が提供されるよう働きかけます。 
掲載件数 

4  
民間団体の広報媒体

の活用 

しまね県民活動支援センターの情報誌「しまねいき

いきねっと」等により、地域づくり・ＮＰＯの旬な活

動等の情報提供を行います。 

掲載団体数 

5 ○ 

寄附活動の推進 

※NO.16｢NPO 法人等の社

会貢献活動支援｣参照 

しまね社会貢献基金制度について、県民や企業に広

く周知を図ります。併せて、寄附を受けようとする団

体登録の拡大を図るとともに、団体の取組みを広くＰ

Ｒし、寄附活動を推進します。 

寄附件数 

6 ○ 
県民いきいき活動の

顕彰 

ＮＰＯや企業等が行う模範的な県民いきいき活動

を毎年顕彰し、県内で活発に活動が展開されるように

推進します。  

表彰団体数 

活 

動 

機 

会 

の 

拡 

大 
7  

学生の地域貢献活動

の促進 

地元の大学と連携し、学生の地域貢献活動につい

て、情報発信を行いながら推進します。 

情報発信 
団体数 

8  
企業の地域貢献活動

の促進 

商工関係団体等と連携し、企業の地域貢献活動につ

いて、情報発信を行いながら推進します。 

情報発信 
団体数 

9 ○ 

県各所属のボランテ

ィア事業の参加促進 

県各所属においてボランティア事業の充実を図り、

広く県民が参加する機会を創出します。 

参加者数 

（
主
な
事
業
例
※
） 

子ども･女性み

まもり運動 

地域の身近な場所での子ども･女性の安全を見守るボラ

ンティア活動を行います。 

公共土木施設愛

護ボランティア 

道路や河川など公共土木施設における美化活動のボラン

ティア活動を行います。 

学校支援ボラン

ティア 

部活動支援、図書読み聞かせ、登下校安全確保など学校

支援ボランティア活動を行います。 

10  
社会貢献に関するシ

ンポジウム等の開催 

県民いきいき活動について広く理解促進を図るた

め、シンポジウム等を開催します。 
開催回数 

11  
ボランティアに関す

る出前講座等の開催 

ボランティア活動の参加等について、県の出前講座等

で啓発を図ります。 

講座実施 
回数 

≪主な施策≫ 

○ポータルサイトの充実と県各所属のボランティア事業の参加促進（⇒資料３参照） 

○しまね社会貢献基金制度を活用した寄附活動の推進（⇒資料４参照） 

○模範的な県民いきいき活動の顕彰（⇒資料５参照） 
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≪成果指標≫ 

 

区      分 Ｈ２４（前回） Ｈ２７（現状） Ｈ３１（目標） 

県民いきいき活動への参加率 ２５％ ２７％ ３０％ 

ＮＰＯ法人等への寄附件数 １７．６件 １４．８件 ２０件 
 

 

【資料３】情報発信：ポータルサイト(島根いきいき広場) の充実 
 

 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

【資料４】寄附活動の推進：しまね社会貢献基金制度の活用 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 【資料５】県民いきいき活動の顕彰 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
※７ 島根いきいき広場とは、県民、企業、各種団体等の社会貢献活動への参加を応援するために、ボランティアや、イベント、

助成金等の各種情報発信するポータルサイトです。 

H17～H26 受賞団体 
・NPO・ボランティア部門 

６５団体 
・企業部門（H22～） 

１０団体 
・ユース部門（H25～） 

７団体 

H26年度 受賞団体の知事表彰 

H27 しまねＷＥＢモニター調査 

H21~H26 累計 ・金額 20,229,612 円 ・件数 431 件 
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（２）県民いきいき活動の深化－団体の自立した活動の推進 
 
   
 
 
 
 
 
 
 
 
 
分

野 
NO. 重点 施 策 内 容 事  業  内  容 活動指標 

支
援
の
基
盤
強
化 

12 ○ 
ＮＰＯ法人等のマ

ネジメント支援 

団体幹部に対する組織運営・資金調達等の研修や担当者に

対する法律、会計・税務、労務管理の研修を実施し、法人等

のマネジメントを支援します。  

受講者数 

13  
専門家による各種

相談  

ＮＰＯ法人等が抱える運営の課題・問題に対し、専門相談

員等による訪問相談、出張相談会を実施します。 
相談件数 

14  
認定ＮＰＯ法人化

への支援   

認定を目指す法人を対象に研修会を開催するとともに、認

定要件である寄附の収集に関する研修を実施します。 受講者数 

15 ○ 
ＮＰＯ法人等のネ

ットワーク形成 

ＮＰＯ法人等が相互に連携した多様な活動を推進するた

め、ネットワーク形成を推進します。  
参加団体数 

団 

体 

・ 

セ 

ク 
タ 

― 

支 

援 

16 ○ 

ＮＰＯ法人等の社

会貢献活動支援 

※NO.5｢寄附活動の

推進｣参照 

＜しまね社会貢献基金：寄附者テーマ設定支援事業 ＞ 

県民・企業からのテーマ希望寄附を原資として、ネーミン

グライツ事業を含めて、基金登録団体が実施する社会貢献活

動を支援します。 

助成事業数 

＜しまね社会貢献基金：団体活動支援事業＞ 

県民・企業からの寄附を原資として、基金登録団体が実施

する社会貢献活動を支援します。 

助成事業数 

17  
ＮＰＯ法人への低

利融資 

県から金融機関へ資金を預託する方式の低利融資制度に

より、ＮＰＯ法人の資金調達を支援します。 
融資件数 

18  

クラウドファンデ

ィング（※８）によ

る資金調達支援 

地域づくり活動団体等のクラウドファンディングを活用

した資金調達を支援します。 支援事業数 

19 ○ 

県各所属の助成制

度による支援 

県各所属の助成制度により、ＮＰＯ法人等の活動を支援し

ます。 

支援事業数 

(

主
な
事
業
例) 

子ども専用相談

電話支援事業 

児童福祉増進のために、子ども専用相談電話を設置運営する民間

団体の活動を支援します。 

みーもの森づく

り事業 

水を育む緑豊かな森林について、民間アイデアによる学習、利用、

保全の活動を支援します。 

地域づくり応援

助成金 

地域課題解決や地域活性化に向けて団体の立ち上がり期の活動

及び新規の活動を支援します。 

20  

ＮＰＯ法人に対す

る税の優遇制度の

周知 

法人県民税（均等割）、不動産取得税等の課税を免除する

ことで、NPO 法人の活動を支援します。 
情報提供 

回数 

 
 
 
 
 
 
※８ クラウドファンディングとは、不特定多数の人が通常インターネット経由で他の人々や組織に財源の提供や協力などを行うこ

とを指す、群衆（crowd）と資金調達（funding）を組み合わせた造語で、資金調達をする手法のひとつです。 
 

≪主な施策≫ 

○法律、会計・税務、労務管理研修等によるＮＰＯ法人等に対するマネジメント支援（⇒資料６参照） 

○しまね社会貢献基金や県各所属の助成制度によるＮＰＯ法人等の活動支援（⇒資料７参照） 

○ＮＰＯ法人等の多様な活動を推進するためのネットワーク形成（⇒資料８参照） 
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≪成果指標≫ 

区         分 Ｈ２４（前回） Ｈ２７（現状） Ｈ３１（目標） 

力があると自ら認識するＮＰＯ法人数 － ４４法人 ５４法人 

認定ＮＰＯ法人数 １法人 ６法人 １０法人 

 
【資料６】NPO 法人等のマネジメント支援：各種研修の実施 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【資料７】ＮＰＯ法人等の社会貢献活動支援（例） 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
【資料８】ＮＰＯ法人等のネットワーク形成：交流の場の開催 

 

 

 

 

 

 
 
 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

○募集事業 

寄付者であるアサヒビール株式会社山陰支社様が設定した
テーマ「宍道湖の環境保全」に基づき、県と協働で取り組む事

業についての提案であること。 
 
○寄附金額  １，２１３，５２８円 

＜出典＞H27 県民いきいき活動アンケート調査 

＜出典＞H27 県民いきいき活動アンケート調査 

    アサヒビール株式会社山陰支社プロジェクト 

「宍道湖の環境保全」の協働事業提案を募集します 

募集 

寄附者テーマ設定事業の募集例 団体活動支援事業の実績 



- 15 - 
 

２ 協働の推進 
 
（１）協働の普及－協働機会の拡大の推進 

 
  
 
 
 
 

 

 
分
野 

NO. 重
点 施 策 内 容 事  業  内  容 活動指標 

協
働
へ
の
関
心
喚
起 

21 ○ 

県ＮＰＯ活動推進室

における相談窓口機

能の充実 

県ＮＰＯ活動推進室において、ＮＰＯから寄せられる

各種相談に応じるとともに、市町村やしまね県民活動支

援センター、各課の協働推進員等と連携して協働を推進

します。 

相談件数 

22 ○ 
協働事例・NPO 活動の

データベース整備 

県庁各部局や他の自治体での協働事例や NPO 活動の情

報を収集、データベース化し、ホームページ等各種広報

媒体により提供します。 

データベ

ース化し

た事例数 

23  
ＮＰＯ・行政職員へ

の協働情報の提供 

メールマガジン等により、ＮＰＯや行政職員に対し協

働事業をはじめ各施策の取組状況等についての情報提

供を行います。 

情報提供

回数 

協
働
機
会
の
拡
大 

24 ○ 
協働のための交流・

マッチング 

行政職員とＮＰＯ関係者による、協働のきっかけづく

りのための交流会を開催し、意見交換等を通じて協働関

係の構築を図ります。 

参加者数 

25 ○ 
協働推進員（県職員）

の配置と研修 

県ＮＰＯ活動推進室と連携して各課事業の協働化を推

進する協働推進員を各課に配置し、研修を通じて全庁的

な取組みを進めます。 

受講者数 

26  
ＮＰＯへの職員派遣

研修 

ＮＰＯの活動現場を体験することで、ＮＰＯと行政の

相互理解を図るため、職員の派遣研修を実施します。 
参加者数 

27  
職員（県・市町村）

研修 

ＮＰＯや協働に対する理解、効果的な協働を進めるた

めの研修を実施します。各市町村においても、職員研修

が実施されるよう働きかけます。 

受講者数 

 

 

≪成果指標≫ 

区         分 Ｈ２４（前回） Ｈ２７（現状） Ｈ３１（目標） 

提案公募型事業への応募団体の割合 ２１．９％ １８．０％ ２２．０％ 

協働機会のある行政の事業数 事業 ３５６ 事業 ５０３ 事業 ６５０ 

 
 

 

  

≪主な施策≫ 

○協働事例等の情報収集・共有化により、県ＮＰＯ活動推進室の相談窓口機能を充実 

○県各所属に協働推進員を配置し、全庁的に協働を推進 

○ＮＰＯ法人等と行政との関係づくりや意見交換の場を創出 
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【資料９】 協働の推進についての意識   ( 出典:H27 県民いきいき活動アンケート調査 ) 

  

 

１ 協働の推進で NPO 活動推進室に求める役割 （県職員・複数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

２ よりよい協働を行うために必要なこと 

（ＮＰＯ・複数回答） 

 
 
 

（県職員・複数回答） 

 
 

      （市町村職員・複数回答） 
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（２）協働の深化―協働による地域課題の解決の推進 
 
  
 

 
 
 
 
 

 ※「主な事業例」は、県政課題を解決するために県からＮＰＯ法人等に委託している事業を事例として掲載 
 

 

≪行政課題の解決に向けた協働イメージ≫ 
  

分
野 NO. 重

点 施 策 内 容 事  業  内  容 活動指標 

協
働
実
践
力
の
向
上 

28 ○ 
モデル的な協働の取

組み支援 

協働による県政課題等の解決を図るため、事業実

施前に課題共有、合意形成を十分に行った上で取り

組まれる協働に対して、協働形成から協働実践まで

の各段階を複数年でモデル事業として支援します。 
検証･報告会 

参加者数 

29  協働事例検証・報告会 
協働によるモデル的な取組みについて、事業の検

証・報告会を通じて情報発信を行います。 

協
働
の
基
盤
強
化 

30 ○ 

県各所属による協働

事業の実施 
県各所属において、協働施策の充実を推進します。 

事業数 

（ 

主
な
事
業
例
※ 

） 

消費者活動推進事業 

地域団体等と連携し消費者問題に係る啓発･相談等を

行い、地域全体で消費者トラブルの未然防止･拡大防止に

取り組みます。 

みんなで学ぶ人権事

業 

地域の団体による事業企画を募集し、委託実施するこ

とで人権意識の向上を図るため県民が自ら学び実践する

機運を醸成します。 

３Ｒ普及啓発事業 

環境保全活動に取り組む団体に普及啓発事業を委託

し、地球温暖化対策や廃棄物削減等、環境保全の大切さ

について周知広報していきます。 

地域と連携した子ど

もの体力向上支援事

業 

地域団体の協力を得て、子どもたちに適切な運動プロ

グラムやスポーツ体験をさせることで運動のきっかけを

つくります。 

31 ○ 
市町村の協働事業の

推進 

市町村の協働の取組事例等を広く周知するとと

もに、市町村との連携に努めます。 
事業数 

≪主な施策≫ 

○ＮＰＯ法人等と行政が十分に合意形成を図って取り組む協働をモデル事業として支援 

○県各所属において協働施策を充実 

○市町村と連携・協力し、それぞれの事業を活用した取組みを推進 
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≪成果指標≫ 

区      分 Ｈ２４（前回） Ｈ２７（現状） Ｈ３１（目標） 

協働事業の達成度 ６６．６点 ５６．３点 ８０．０点 

協働事業に関する自己評価 ８６．３点 ７９．１点 ９０．０点 
 

 
 

【資料１０】ＮＰＯ法人の特性が活かされた協働モデル事業例 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

■子育て応援地域ポータルサイト構築プロジェクト 

・子育て支援情報が、行政・専門機関・市民活動団体等で個別

に発信されており、子育て中の母親など情報が必要な人に有

効に届いていなかった。 

・そこで、情報の一元化を図るため県と市民活動団体が協働し、

子育てを支援する地域情報ポータルサイトを構築した。 

・これにより、当事者はより効率的に情報を得ることが出来、

行政を含む支援者はターゲットをしぼった活動ＰＲが可能と

なった。 

■「木の駅プロジェクト」応援事業 

・手入れ不足の山林の管理は、過疎山村の再生を図るための大きな

課題であった。 

・そこで、地元自治体とＮＰＯが協働して、中小山林所有者の間伐

とそれに伴う木材利用を促進する「木の駅プロジェクト」のノウ

ハウを県内に普及していく取組みが始まった。 

・初年度は県からの補助事業として地元に根付かせ、翌年度からは

地元自治体で予算化され、ノウハウが引継がれ事業が定着してい

る。 

 

■職場で取り組む健康づくり推進事業 

・働き盛り世代の健康には、運動に対する関心の低さや運動不足が

大きな課題であり、心とからだ両方のバランスのとれた健康づく

りを目的として、県とＮＰＯの協働が始まった。 

・ＮＰＯが職場で気軽にできるプログラムを作成し、県が心のケア

の出前教室を担当しており、官民一体となって事業所などに出向

き、働き盛り世代の健康づくりを進めている。 

・それぞれの専門性を活かし、異なるフィールドで事業を実施して

いたＮＰＯと県が一緒に行うことで、より効果的な普及啓発活

動が展開されている。 



- 19 - 
 

３ 体制の整備 

 

 

 

 

 

 

  

≪体制整備のイメージ≫ 

 

 

 

 

 
 
 
 
 

  

NO. 体    制 内          容 活動指標 

32 

県ＮＰＯ活動推進室に
おける行動計画の進捗
管理と関係機関等と連
携した施策の推進 

県ＮＰＯ活動推進室において、行動計画の活動指標に基づい
て進捗管理を行い、関係機関と連携して総合的な施策の推進を
図ります。また、庁内の協働推進員や関係団体、市町村等と連
携して、協働施策の促進を図ります。 

相談件数 

33 県・市町村連携協力会議 
県、市町村それぞれの取組みについて情報交換等を行い、県

民いきいき活動や協働に関する施策課題について情報の共有化
等を図り、連携した取組みを推進します。 

回数 

34 
県民いきいき活動庁内
推進会議 

庁内各部局が実施する協働事業を進める上で生じた問題点等
について情報共有を図り、全庁的に協働を推進します。 

回数 

35 

支援センターの中間支
援機能の充実によるＮ
ＰＯ支援と多様な担い
手の連携推進 

支援センターの中間支援機能の充実を図り、ＮＰＯが長所を
活かして、多様な活動が展開できるよう支援します。また、多
様な担い手の連携をコーディネートします。 

コーディネー
ト件数 

36 
県民いきいき活動促進
委員会 

行動計画の進捗状況を踏まえて、県が取り組むべき施策等に
ついて意見や評価を得るため、活動実践者や学識経験者等で構
成する「県民いきいき活動促進委員会」を設置運営します。 

回数 

≪主な施策≫ 

○県ＮＰＯ活動推進室において、行動計画の活動指標を毎年度把握し、関係機関等と連携して

施策を推進 

○しまね県民活動支援センターにおいて、中間支援機能の充実を図り、ＮＰＯ支援と多様な担い

手の連携を推進 

○県民いきいき活動促進委員会において、施策展開等に対する検証や助言等を実施 
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≪参考≫  

 
島根県県民いきいき活動促進委員会委員名簿 

 

 

 
  

区 分 氏   名 職 業 又 は 所 属 団 体 等 備  考 

県
民
い
き
い
き
活
動
実
践
者 

井ノ上 知子  特定非営利活動法人まつえ・まちづくり塾 理事 副委員長 

小倉 加代子 認定特定非営利活動法人自然再生センター 
理事兼事務局長 公募委員 

岸  幹人  出雲市総合ボランティアセンター運営委員会 

運営委員長  

小松原 美幸 特定非営利活動法人あいの会 会長 公募委員 

和田 譲二 認定特定非営利活動法人緑と水の連絡会議 
事務局長  

学
識
経
験
者 

金野 和弘 島根県立大学総合政策学部 准教授  

中野 俊雄 さんいんＮＰＯくらぶ 行政書士  

藤原 秀晶 島根大学教育開発センター 特任教授 副委員長 

本藤 三世子 本藤司法書士合同事務所  

毎熊 浩一 島根大学法文学部 准教授 委員長 

企
業
関
係
者 

石原 富江 島根県商工会女性部連合会 副会長  

南木 憲治 中国労働金庫島根県営業本部  

宮本 立史 山陰合同銀行地域振興部地域振興グループ 
調査役  

団
体
及
び
市
町
村 

武田 芳治 松江市市民生活相談課 専門企画員  

橋本 和子 雲南市地域振興課 保健師  

日野 賢治 しまね県民活動支援センター(ふるさと島根定住

財団) 地域活動支援課長 
 

平木 沙希 江津市政策企画課 主任主事  

増田 美奈 島根県社会福祉協議会総務部 主任  
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○重 ５．寄附活動の推進 

参 考：県民いきいき活動促進基本方針（行動計画）体系図 

○重 ６．県民いきいき活動の顕彰 

７．学生の地域貢献活動の促進 

８．企業の地域貢献活動の促進 

○重 ９．県各所属ボランティア事業の参加促進 

10．社会貢献に関するシンポジウム等の開催 

○重 15．NPO 法人等のネットワーク形成 

２．県の広報媒体の活用 

３．市町村の広報媒体の活用 

４．民間団体の広報媒体の活用 

政 

策 

基本 
施策 

快適で活力のある 

活動に参加する機運の醸成 団体の自立した活動の推進 

○重 １．ポータルサイト（島根いきいき広場）

の充実と情報発信 

１県民いきいき活動の促進 

(1) 県民いきいき活動の普及 (2) 県民いきいき活動の深化 

施策群 

11．ボランティアに関する出前講座等の開催 

 

活 

動 

機 

会 

の 

拡 

大 

体
制
の
整
備 

○重 12．NPO 法人等のマネジメント支援 

13．専門家による各種相談 

14．認定 NPO 法人化への支援 

○重 16．ＮＰＯ法人等の社会貢献活動支援 
      (寄附者テーマ、団体活動支援) 

17．NPO 法人への低利融資 

18．クラウドファンディングによる資金 
調達支援 

20．NPO 法人に対する税の優遇制度の周知 

○重 19．県各所属の助成制度による支援 

33．県・市町村連携 

36．県民いきいき活動促進委員会 

35．支援センターの中間支援機能の充実による 

施 
 
 
 

策 

基   

本   

方   

針 

 32．県ＮＰＯ活動推進室における行動計画の進捗管理と関

係機関等と連携した施策の推進 
行政 

中間支援

組織 

外部有識

者委員会 

行 
 
 
 

動 
    

計 
 
  

画 

支

援

の

基

盤

強

化
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26．ＮＰＯへの職員派遣研修 

27．職員（県・市町村）研修 

○重 21．県ＮＰＯ活動推進室における相談窓口 
機能の充実 

○重 22．協働事例・NPO 活動のデータベース整備 

23．ＮＰＯ・行政職員への協働情報の提供 

○重 24．協働のための交流・マッチング 

島根づくり 

協働機会の拡大の推進 協働による地域課題の解決の推進 

2 協働の推進 

(1) 協働の普及 (2) 協働の深化 

○重 25．協働推進員（県職員）の配置と研修 

29．協働事例検証・報告会 

○重 28．モデル的な協働の取組み支援 

○重 30．県各所属による協働事業の実施 

○重 31．市町村の協働事業の推進 

協力会議 34．県民いきいき活動庁内推進会議 

ＮＰＯ支援と多様な担い手の連携推進 

協

働

へ

の

関

心

喚

起

向

上

協

働

の

基

盤

強

化


